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平成19年度国民健康保険税の税率は前年度と“同率”となりました 
　毎年、税率については、その年度に予想される医療費から、病院で払う窓口
負担と国などの補助金を差し引いた分を、国保加入者数やその所得に応じて、
公平に負担されるように決められます。 
　本年度は、医療費そのものは年々増加傾向にありますが、交付金の増額や繰
越金等の充当を見込み、前年度と同じ税率としました（ただし、限度額につい
て改正があっています）。今後とも、国保運営をご理解の上、医療費の軽減に
ご協力いただきますようお願いいたします。 

税 制 改 正  

◆ 税務課資産税係からお知らせ ◆ 

・本年度から医療給付費分の限度額が56万円に引き上げられました。（昨年度までは53万円） 

平成18年度 

53万円 
平成19年度 

56万円 

・平成18年度から経過措置として設けられている公的年金特別控除額が下記のとおり引き下げられます。 

平成18年度 

13万円 
平成19年度 

7万円 

税率について 
本年度の税率に関しては、前年度からの据え置きとなりましたので変更はありません。 

納期について 
　国民健康保険税の納期は、5月から2月までの10期で、1期から3期は仮課税とし、8月に本算定を行い、 
4期から10期で年税額を調整することになります。 

※1　仮 課 税：その年の8月1日を本算定日としておりますので、1期から3期までは前年度の年税額を 
　　　　　　　　10期で割った相当額が1期分として課税されます。 
※2　本算定後：その年の年税額が決定します。 
　　　　　　　　年税額より仮課税額を差し引き、残りの税額を4期から10期までの納期でおさめるこ 
　　　　　　　　とになります。 
 
【問い合わせ先】国民健康保険に関すること　健康福祉課　国民健康保険係　TEL 22－3167 

　　　　　　　　国民健康保険税に関すること　税務課　　市民税係　　　　TEL 22－3148

① 医療給付費分（限度額56万円） 

平成19年度 10.70％ 

所得割額 
（前年中の所得に対して） 

27,000円 

均等割額 
（国保加入者一人あたり） 

31,000円 

平等割額 
（一世帯あたり） 

② 介護納付分（介護保険第2号被保険者（40歳から64歳まで））（限度額9万円） 

平成19年度 1.60％ 

所得割額 
（前年中の所得に対して） 

区分 

期別 

納付月 

1期 

5月 

2期 

6月 

3期 

7月 

4期 

8月（本算定） 

5期 

9月 

6期 

10月 

7期 

11月 

8期 

12月 

9期 

1月 

10期 

2月 

仮課税※1 本算定後※2

11,500円 

均等割額 
（国保加入者一人あたり） 

　家屋の新増築や改修工事など行えば固定資産税の負担は増えることになりますが、税負担軽減の為に、特例・軽
減措置があります。　特例・軽減措置を活用して工事をご検討下さい。 

　平成20年3月31日までに新築された住宅については、新築後一
定期間（一般の住宅の場合：新築後3年度分）の固定資産税額が
2分の1に減額されます。 
　ただし、減額は一戸当たり120�相当分までとする上限があり
ます。 
（要　件） 
①専用住宅や併用住宅（居住部分2分の1以上）であること 
②床面積要件：50�以上280�以下 
　　　　　（一戸建以外の貸家住宅にあっては40�以上） 
＊　不動産取得税（熊本県税）軽減措置の床面積要件は、240�
　　以下となっており、固定資産税と面積要件の違いがありま
　　すのでご注意下さい。 

　平成19年4月1日から平成22年3月31日までの間に、
一定のバリアフリー改修（自己負担30万円以上のも
の）が行われた場合、翌年度分のみ改修家屋全体に
かかる固定資産税の税額が3分の1に減額されます。 
　ただし、減額は一戸あたり100�相当分までとす
る上限があります。 
 

　昭和57年1月1日以前からある住宅に耐震改修（工
事費用が30万円以上のもの）を行った場合、改修家
屋全体に係る固定資産税の税額が一定期間（平成21
年までに工事が完了した場合は3年度分）2分の1に
減額されます。 
　ただし、減額は一戸当たり120�相当分までとす
る上限があります。 

　平成19年中に家屋の新築、増築、滅失、用途変更（住宅を店舗に変更する等）をさ
れた方及び土地の利用状況の変更をされた方は、必ず税務課資産税係までご連絡下さ
るようお願いします。 
登記されていない家屋等の物件について、滅失の事実確認に大変苦慮しています。 
　物件の取り壊しを行われた方はすみやかに税務課に届出をされますようお願いいた
します。滅失の確認ができないと翌年度以降も間違って課税されることがあります。 
納税通知書送付時に同封しています課税明細書をご確認下さい。 
 

◆問い合わせ先◆ 

税務課資産税係　TEL 22－3148

※改修工事を行う際には、事前に税務課資産税係までお問い合わせください。 


